
新旧対照表 

新 旧 

 

４  地域再生計画の目標 

浜松市は、繊維・楽器・輸送用機器の三大産業をはじめ、製造業（ものづく

り産業）に特化し、牽引・発展してきた都市であり、就業人口における第二次

産業比率は約 40％を占める。しかしながら、経済のグローバル化・ダレス化

の進展、生産拠点の海外流出等により、「ものづくり」に陰り（表１参照／工

業の事業所数・従事者数・製造品出荷額の減少傾年に発足した「浜松地域産業

支援ネットワーク会議」は、浜松市・浜松商工会議所・(財)浜松地域テクノポ

リス推進機構・静岡大学イノベーション共同研究センター・静岡県工業技術研

究所浜松工業技術支援センター・㈱浜名湖国際頭脳センター・静岡県中小企業

団体中央会の産業支援機関７団体で構成し、連携と総合力を持って産業の活性

化を図っていることが大きな特長である。さらに、浜松地域は、国家的プロジ

ェクトや補助事業を積極的に活用している（表２・３参照）先頭を走るオプト

ロニクスクラスター（光電子関連産業の集積）の実現を目指した、文部科学省

「知的クラスター創成事業」によるイメージング＆センシング技術や「地域結

集型共同研究事業」による半導体レーザーの光関連技術、経済産業省「産業ク

ラスター計画」による三遠南信バイタライゼーション浜松支部事業の光技術活

用・医工連携・宇宙航空関連・農工連携といった新産業創出に向けた取り組み

は、ものづくり産業を活性化する上で欠かすことができない基盤技術であり、

ものづくり産業としての将来性も極めて高いことから、今後も継続していくこ

とで大きな成果を上げることが期待できる。 

また、本市は平成 17年 7月に周辺 11市町村と合併し、平成 19年 4月に政

令指定都市へ移行した。現在、新市の新総合計画の策定、産業部門として「創

業都市構想」をまとめ、その具て、「浜松地域産業支援ネットワーク会議」の
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発展形でもある「はままつ産業創造センター」を設立したところである。「は

ままつ産業創造センター」は、地域のプラットフォームとして、人材育成、知

的財産活用、起業・創業支援、販路開拓、資金調達、技術開発等の産業支援に

関わるサービスのワンストップ化を図り、「浜松モデル」を確立するものであ

る。 

このセンターが、当地域の知の拠点である静岡大学工学部をはじめとする大

学、静岡県浜松工業技術支援センターといった公設試験研究機関とより一層の

連携を深め、機能し、当地域で培った伝統的な技能や技術を継承するとともに、

最先端の技術を習熟した人材を育成する。そして、こうした人材が研究開発や

実用化技術開発に積極果敢に取り組み、当地域製造業の高度部材・基盤技術の

高度化と次世代産業の創出を実現することにより、都市間競争や国際間競争に

勝ち抜くことができる「ものづくり」のまちとして復興・再生を目指すもので

ある。 

具体的には、本地域再生計画の推進により、平成18年から平成23年におい

て支援措置事業である「地域再生人材創出拠点の形成」の提案事業「はままつ

デジタル・マイスター（ＨＤＭ）養成プログラム」の実施により、高度部材・

基盤技術産業の中核リーダーを2年目から毎年10名、計40名養成する。また、

「制御系組込みシステムアーキテクト養成プログラム」により、ソフトウェア、

電気／電子、機械の各部門を横断的に俯瞰し統合できるシステムアーキテクト

を 5 年間で 110 名養成する。さらに、「現代的教育ニーズ取組支援プログラム

（現代ＧＰ）」事業「ものづくり教育はままつ１０年構想」において、毎年プ

ログラムに参加した若手技術者 25 名を創造的工学技術者として育成するサイ

クルを確立する。また、こうした中核リーダーが中心となって「地域イノベー

ション創出研究開発事業」を積極的に活用し、研究開発や実用化技術開発を行

いやすい環境づくりに努め、地域企業の成長・発展を支援していく。 
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一方、文部科学省の知的クラスター創成事業や地域結集型共同研究事業、経

済産業省の産業クラスター計画等においては、新産業創出を目指して重点的に

光電子工学技術産業の集積（オプトロニクスクラスター創成）を地域産学官の

強固な連携体制のもとで推進してきたところである。今後、あらゆるものづく

り産業の基盤技術でもあるこれらの技術開発を一層加速させるべく、「外国人

研究者等に対する入国申請手続に係る優先処理事業」を推進し、世界中から知

が集まることで世界の先頭を走るオプトロニクスクラスターを形成し、ものづ

くりのまち浜松のポテンシャルや国際優位性をさらに向上させていく。さらに

は、「地域企業立地促進等補助事業」を活用し、既存産業の集積を生かして輸

送用機器関連産業を高度化し、さらなる集積を図るとともに、あらゆる産業の

基盤技術になりうる光電子技術関連産業の集積を進め、知と産の融合、企業間

連携を一層加速させる。これにより、全国屈指の産学官の総合力を発揮し、他

の追随を許さない産業集積・クラスター創成を目指すとともに、「外国企業誘

致地域支援事業」を活用し、特に、光電子技術関連と輸送用機器関連の外国企

業の誘致を推進する。また本市は、全国の市町村の中で第８位のものづくり都

市であり、独自の技術開発力をもつ中小企業が多数集積しているため、「中小

企業地域資源活用プログラム」を活用し、地域資源を生かしたオンリーワン・

ナンバーワン技術・製品を多数輩出していく。 

このように積極果敢な取り組みのもと、工業の事業所数・従事者数・製造品

出荷額等の減少傾向を食い止め、平成23年には事業所数6,500超、従業者数

100,000人超、製造品出荷額等2兆7,000億円超の達成を図る。また、外国人

研究者100人超（50％増）、外国人研究者が関わる産学共同研究等の実施件数

50件超（50％増）の実現を目指す。さらには、平成24年度末までに、輸送用

機器関連と光電子技術関連産業における新規の企業立地160件、製造品出荷額

の増加額1,050億円、新規の雇用創出3,670人を達成し、付加価値額として

8,949億円（5.0％増）の実現を目指す。 
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表１ 浜松市の工業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移 

年 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 

平成１１年 6,586  101,266人 2兆 6,944億円

平成１２年 6,109  97,959人 2兆 7,007億円

平成１３年 6,030  97,654人 2兆 6,167億円

平成１４年 5,820  95,002人 2兆 5,360億円

平成１５年 5,350  93,386人 2兆 5,168億円

平成１６年 5,382  94,261人 2兆 6,283億円

平成１７年 4,981  95,089人 2兆 7,533億円

・工業統計調査（事業所数・従業者数は全事業所、製造品出荷額等は従業者４人以上の事業所）

・数値は合併前の旧１２市町村（浜松市・浜北市・天竜市・舞阪町・雄踏町・細江町・引佐町・

三ケ日町・春野町・佐久間町・水窪町・龍山村）の合算 

表２ 地域イノベーション創出研究開発事業 浜松地域の実績一覧 

  平成２０年度 

採択件数 ３

申請件数 ５

(採択内訳)  

・「三遠南信バイタライゼーション浜松支部」申請支援分 

表３･･･削除  
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三ケ日町・春野町・佐久間町・水窪町・龍山村）の合算 

表２ 地域新生コンソーシアム研究開発事業 浜松地域の実績一覧 

  平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 

採択件数 ３ １ ３ ３ ２  ５ ２ 

申請件数 ３ ５ ５ ６ ７ ９ ３ 

中小枠：１

他府省枠：１

ものづくり革新枠：１

中小枠：２

他府省枠：２
(採択内訳) 

一般枠：２

中小枠：１

一般枠：１

中小枠：２
中小枠：１ 一般枠：３ 他府省枠：２  

 

  

 

 

・「三遠南信バイタライゼーション浜松支部」申請支援分 

表３ 地域新規産業創造技術開発補助事業 浜松地域の実績一覧 

平成１３  年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 
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採択件数 １ ０ ０ ２ １ ２ ０  

申請件数 ７ １ ０ ４ ３ ２ １  

・「三遠南信バイタライゼーション浜松支部」申請支援分  

５  目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 

（略） 
５－２ 法第５章の特別措置を適用して行う事業 

（略） 
５－３ その他の事業 

５－３－１ 基本方針に基づく支援措置を活用する事業 

①B0801科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」プログラム（文

部科学省） 

名称：「はままつデジタル・マイスター（ＨＤＭ）養成プログラム」 
人材養成ユニットの設置機関： 国立大学法人静岡大学工学部 
実施予定期間：        平成18年 7月～平成23年 3月 

連携自治体：         浜松市 
活用方策：  
当地域のものづくり産業の再生を図は、第一段階としてリーディング産業で

ある輸送用機器産業の成熟化への対応と高度化、第二段階として輸送用機器産

業に代わる次世代産業の育成が必要である。これを実現するためには、地域を

挙げて産業振興に取り組まなければならないが、中でも「人づくり」である人

材育成が最も重要である。 
当プログラムによって育成される人材は、輸送用機器産業における高度化テ

ーマに対し合理的な製造プロセスの構築に中心的な役割を果たし、当地域のも

のづくり産業について下請け体質から脱却を図り、社会や消費者の新たなニー

５  目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 

（略） 
５－２ 法第５章の特別措置を適用して行う事業 

（略） 
５－３ その他の事業 

５－３－１ 基本方針に基づく支援措置を活用する事業 

①B0801科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」プログラム（文

部科学省） 

名称：「はままつデジタル・マイスター（ＨＤＭ）養成プログラム」 
人材養成ユニットの設置機関： 国立大学法人静岡大学工学部 
実施予定期間：        平成18年 7月～平成23年 3月 

連携自治体：         浜松市 
活用方策：  
当地域のものづくり産業の再生を図は、第一段階としてリーディング産業で

ある輸送用機器産業の成熟化への対応と高度化、第二段階として輸送用機器産

業に代わる次世代産業の育成が必要である。これを実現するためには、地域を

挙げて産業振興に取り組まなければならないが、中でも「人づくり」である人

材育成が最も重要である。 
当プログラムによって育成される人材は、輸送用機器産業における高度化テ

ーマに対し合理的な製造プロセスの構築に中心的な役割を果たし、当地域のも

のづくり産業について下請け体質から脱却を図り、社会や消費者の新たなニー
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ズに応えるサポーティング・インダストリーとしての再生を可能とする。さら

に、高度部材・基盤技術のデジタル化は、輸送用機器にとどまらず、ものづく

り共通の課題であり、その応用によってロボット、航空宇宙、ナノテク、バイ

オなど新産業創出を実現することができる。このため、本市は当プログラムが

地域において認知され、定着されるようＰＲや運営を支援し、地域企業は講師

や受講生を派遣するなどの支援を行い、産官学が一体となって取り組むもので

ある。 
②B0801科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」プログラム  （文

部科学省） 

名称：   「制御系組込みシステムアーキテクト養成プログラム」 

人材養成ユニットの設置機関： 国立大学法人静岡大学情報学部 
実施予定期間：        平成20年 7月～平成25年 3月 

連携自治体：         浜松市 
活用方策：  
浜松地域の製品開発の国際競争力をさらに向上させ、オンリーワン・ナンバ

ーワン技術・製品を連鎖的に創出していくため、製品の多くに必要不可欠な組

込みシステムの開発技術を一層高めることとする。関連企業が集積する浜名湖

国際頭脳センター本社ビル内に「組込みシステムアーキテクト研究所」を設置

する。本プログラムによりソフトウェア工学と制御技術の基本を理解した上

で、実践・応用できる技術者とソフトウェア、電気／電子、機械の各部門を横

断的に俯瞰し統合できるシステムアーキテクトを育成する。本市では、当プロ

グラムを、人財育成体系の中に位置付けるとともに、積極的な PR を行い、地

域の製品開発力の向上や企業間連携の加速、新分野への参入を促す。そして、

産官学が一体となって取り組むことで本プログラムを地域に定着させ、国際優

位性のある革新的なものづくりを担う人材を多数養成する。 

ズに応えるサポーティング・インダストリーとしての再生を可能とする。さら

に、高度部材・基盤技術のデジタル化は、輸送用機器にとどまらず、ものづく

り共通の課題であり、その応用によってロボット、航空宇宙、ナノテク、バイ

オなど新産業創出を実現することができる。このため、本市は当プログラムが

地域において認知され、定着されるようＰＲや運営を支援し、地域企業は講師

や受講生を派遣するなどの支援を行い、産官学が一体となって取り組むもので

ある。 
②B0801科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」プログラム  （文

部科学省） 

名称：   「制御系組込みシステムアーキテクト養成プログラム」 

人材養成ユニットの設置機関： 国立大学法人静岡大学情報学部 
実施予定期間：        平成20年 7月～平成25年 3月 

連携自治体：         浜松市 
活用方策：  
浜松地域の製品開発の国際競争力をさらに向上させ、オンリーワン・ナンバ

ーワン技術・製品を連鎖的に創出していくため、製品の多くに必要不可欠な組

込みシステムの開発技術を一層高めることとする。関連企業が集積する浜名湖

国際頭脳センター本社ビル内に「組込みシステムアーキテクト研究所」を設置

する。本プログラムによりソフトウェア工学と制御技術の基本を理解した上

で、実践・応用できる技術者とソフトウェア、電気／電子、機械の各部門を横

断的に俯瞰し統合できるシステムアーキテクトを育成する。本市では、当プロ

グラムを、人財育成体系の中に位置付けるとともに、積極的な PR を行い、地

域の製品開発力の向上や企業間連携の加速、新分野への参入を促す。そして、

産官学が一体となって取り組むことで本プログラムを地域に定着させ、国際優

位性のある革新的なものづくりを担う人材を多数養成する。 
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③B0802現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）（文部科学省） 
名称：     「ものづくり教育はままつ１０年構想」 
実施主体機関： 国立大学法人静岡大学工学部創造教育支援センター 
実施予定期間： 平成18年 10月～平成21年 3月 

連携組織：  静岡県、静岡県教育委員会、浜松市、浜松市教育委員会、地域

   小中高等学校、浜松商工会議所、地域企業等   
活用方策：   
創造科学技術立国を目指す我が国において、若者の科学技術離れが危惧され

ている。小中高等学校における児童生徒の理科離れは、「ものづくり」への意

識低下を引き起こし、製造企業現場では、技量不足はもとより、指示がなけれ

ば動けない技術者の増加が問題となっており、2007年以降、団塊の世代の引退

による熟練技術者不足への対応ができない状況となっている。特に、当地域は

ものづくり産業が集積した地域であり、確固たる基礎力を身に付けた工学系学

校卒業者と有能な若手技術者を育成することは必要不可欠である。 
当プログラムは、「ものづくり」に興味を持ち工学分野への「あこがれ」を持

った小中高校生、目的意識が明確で工学の基礎学力と技術的要素を持った大学

生、および企業現場においてチームリーダーとして活躍できる若手技術者を育

成することを目的としている。さらに 10 年という息の長い活動を特徴として

おり、創造的工学技術者の育成サイクルを確立することを目指すものである。

この取組は、当地域の人材育成システムの一翼を担うものであり、県・市の自

治体はもとより、教育委員会や小中高等学校の教育現場、浜松商工会議所や地

域企業による産業界が一体となって取り組むものである。特に、「理数大好き

モデル地域事業」や「理科支援員等配置事業」との連携により大きな効果が期

待できるため、本市は実施校の調整や協力体制の構築、市の媒体を活用した広

報や周知活動、地域企業の若手技術者への参加促進などの支援を行う。さらに、

③B0802現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）（文部科学省） 

名称：     「ものづくり教育はままつ１０年構想」 
実施主体機関： 国立大学法人静岡大学工学部創造教育支援センター 
実施予定期間： 平成18年 10月～平成21年 3月 

連携組織：  静岡県、静岡県教育委員会、浜松市、浜松市教育委員会、地域 
   小中高等学校、浜松商工会議所、地域企業等   
活用方策：   
創造科学技術立国を目指す我が国において、若者の科学技術離れが危惧され

ている。小中高等学校における児童生徒の理科離れは、「ものづくり」への意

識低下を引き起こし、製造企業現場では、技量不足はもとより、指示がなけれ

ば動けない技術者の増加が問題となっており、2007年以降、団塊の世代の引退

による熟練技術者不足への対応ができない状況となっている。特に、当地域は

ものづくり産業が集積した地域であり、確固たる基礎力を身に付けた工学系学

校卒業者と有能な若手技術者を育成することは必要不可欠である。 
当プログラムは、「ものづくり」に興味を持ち工学分野への「あこがれ」を持

った小中高校生、目的意識が明確で工学の基礎学力と技術的要素を持った大学

生、および企業現場においてチームリーダーとして活躍できる若手技術者を育

成することを目的としている。さらに 10 年という息の長い活動を特徴として

おり、創造的工学技術者の育成サイクルを確立することを目指すものである。

この取組は、当地域の人材育成システムの一翼を担うものであり、県・市の自

治体はもとより、教育委員会や小中高等学校の教育現場、浜松商工会議所や地

域企業による産業界が一体となって取り組むものである。特に、「理数大好き

モデル地域事業」や「理科支援員等配置事業」との連携により大きな効果が期

待できるため、本市は実施校の調整や協力体制の構築、市の媒体を活用した広

報や周知活動、地域企業の若手技術者への参加促進などの支援を行う。さらに、
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文部科学省の支援措置期間の 3 か年終了後も大学独自で活動を続けるもので

あるため、地域での連携協力体制も継続して行うものである。  
④B1101地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省） 

 ･･･削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤B1102地域新規産業創造技術開発費補助事業（経済産業省） 

 ･･･削除 

 

 

 

 

 

 

文部科学省の支援措置期間の 3 か年終了後も大学独自で活動を続けるもので

あるため、地域での連携協力体制も継続して行うものである。  
④B1101地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省） 

大学等の技術シーズや知見を活用した産学官の強固な研究体制（地域新生コン

ソーシアム）を組み、実用化に向けた高度な研究開発の実施に対する支援であ

る本事業は、ものづくり産業の再生を目指す当地域において欠かすことができ

ない重要な事業である。特に、当地域は静岡大学、浜松医科大学、光産業創成

大学院大学、静岡県浜松工業技術支援センター等の高度な技術シーズ・知見を

持った機関が立地するとともに、優れたものづくりの要素技術を持った中小・

中堅企業が集積するため、光学部材をはじめとする高度機能部材の研究開発な

ど実用化への道を加速させることができる。 
また、当地域は、地域結集型共同研究事業、知的クラスター創成事業の実施・

推進地域であるため、本事業の活用により優れたレーザー・イメージングの光

関連技術を強い産業競争力を持った製品の創出につなげることができると想

定される。このため、「はままつ産業創造センター」と三遠南信バイタライゼ

ーション浜松支部が連携して申請支援を行い、当事業の活用による地域再生を

目指すものである。 
⑤B1102地域新規産業創造技術開発費補助事業（経済産業省） 

中堅・中小企業による新分野進出やベンチャー企業による新規創業といったリ

スクの高い実用化技術開発に対する支援である本事業は、ものづくり産業の再

生を目指す当地域において重要な事業の一つである。特に、製造業の中で輸送

用機器産業は、製造品出荷額の過半に達するなど当地域において重要な産業で

ある。一方、その比率の高さは脆弱性も含んでいる。このため、「新産業創造

戦略 2005」に掲げる光、ロボット、航空宇宙、医工連携、農工連携など新産

業分野の創出に向けた取り組みを加速させることが当地域は不可欠である。従
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④B1103地域企業立地促進等補助事業（経済産業省） 

（略） 

⑤B1104外国企業誘致地域支援事業（経済産業省） 

（略） 

⑥B1105中小企業地域資源活用プログラム（経済産業省） 

（略） 
⑦B1107地域イノベーション創出研究開発事業（経済産業省） 

大学等の技術シーズや知見を活用した産学官の強固な研究体制を組み、イノベ

ーションを創出しうる高度な研究開発の実施に対する支援である本事業は、も

のづくり産業の再生を目指す当地域において欠かすことができない重要な事

業である。特に、当地域は静岡大学、浜松医科大学、光産業創成大学院大学、

静岡県浜松工業技術支援センター等の高度な技術シーズ・知見を持った機関が

立地するとともに、優れたものづくりの要素技術を持った中小・中堅企業が集

積するため、光学部材をはじめとする高度機能部材の研究開発など実用化への

道を加速させることができる。 
また、当地域は、知的クラスター創成事業や、産業クラスター計画の実施・推

進地域であるため、本事業の活用により優れたオプトロニクス 光・電子工学）(
関連技術を強い産業競争力を持った製品の創出につなげることができると想

定される。このため、「はままつ産業創造センター」と三遠南信バイタライゼ

ーション浜松支部が連携して申請支援を行い、当事業の活用による地域再生を

目指すものである。 
 

って、はままつ産業創造センターが三遠南信バイタライゼーション浜松支部と

連携して制度の説明や相談、申請支援を行い、当事業の活用による地域再生を

目指すものである。 
⑥B1103地域企業立地促進等補助事業（経済産業省） 

（略） 

⑦B1104外国企業誘致地域支援事業（経済産業省） 

（略） 

⑧B1105中小企業地域資源活用プログラム（経済産業省） 

（略） 
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⑧B0502外国人研究者等に対する入国申請手続に係る優先処理事業（法務省）

（略） 
５－３－２ 地域再生の取組の支援に資する事業 

 （略） 
５－３－３ 独自で行う事業 

（略） 

⑨B0502外国人研究者等に対する入国申請手続に係る優先処理事業（法務省） 

（略） 
５－３－２ 地域再生の取組の支援に資する事業 

 （略） 
５－３－３ 独自で行う事業 

（略） 

 


